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２０１１年４月１４日 

三重県知事 鈴木英敬 殿 

 

全国福祉保育労働組合     
  執行委員長 前田鉄雄 

全国福祉保育労働組合東海地方本部 
執行委員長 三冨和歌子 

 
 

住民の生活を守り、安心・安全の福祉を実現するための緊急要請書 
 

日頃、国民生活の安定および福祉の向上のためご奮闘されていることに感謝致します。 

さて、昨年から猛暑による高齢者の死亡事件、幼児置き去り死亡事件など社会的弱者が犠

牲になる痛ましい事件が続きました。こうした事件の背景には福祉制度の貧しさがあるので

はないかと思います。現在、政府は子ども子育て新システムや介護保険制度・障害者基本法

改定、地域主権改革など福祉に関る制度の見直しを進めていますが、その内容は必ずしも国

民の支持を得ているわけではなく、関係団体のなかには反対の声を挙げているところも少な

くありません。また福祉職場で働く労働者の処遇、民主党が総選挙で掲げた「介護労働者の

賃金の 4万円引き上げ」は未だ具体化されず、劣悪な労働環境は一向に改善されていません。

この間、国の三位一体改革で地方財政は逼迫し、雇用や社会保障制度改革によって国民の消

費は落ち込み、地方経済は壊されてきました。この状況を生み出した責任は国にあることは

明白ですが、それでも、地方自治体は、住民の暮らしを守る責務があり、独自の施策を進め

ると同時に、「住民生活擁護」の立場から国に対しても積極的な発言を行うべきです。 

 

私たち福祉保育労は、福祉施策を拡充することが住民の生活を支え、地域経済の活性化に

もつながると考えています。国会での福祉制度改革の審議が大詰めを迎えるにあたって、貴

職に対し以下の要請を致しますので、充分に審議をしていただき施策に繁栄していただくよ

うお願いします。 

 

 

要請項目 

 

１、 自治体の福祉予算を増やし福祉施策を拡充してください。また社会保障に関する費用は、 

憲法２５条の理念に従い国が責任を持って支出することとし、消費税の増税、社会保障目

的化を行わないよう国に要請してください。 

 

２、福祉職場の人材確保問題について、自治体として対策を行ってください。また、福祉労

働者の処遇改善について、月額４万円以上の賃上げが実現できるよう独自の補助を行って

ください。 

 

３、福祉の水準が、自治体の財政状況によって左右されることになり兼ねない「福祉最低基
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準の地方への条例委任」および「補助金の一括交付金化」には反対してください。 

 

４、保育所に対する国の責任を後退させ、市場原理を持ち込む「子ども子育て新システム」

の導入には、反対してください。また待機児童解消のため認可保育園を増設してください。 

 

５、介護保険制度改正案の｢要支援者の生活援助を保険から外すことを自治体が選択する項目

については、明らかに国の責任放棄であり反対してください。また特別養護老人ホームへ

の営利企業の参入を実施しないよう国に要請してください。 

 
６、自立支援法訴訟団との合意文書どおり障害者自立支援法を廃止し、それまでの間は、政

省令の改正で全ての障害者が必要な支援が受けられるようにするよう国に要請してくださ

い。 
 

以上 
 
 
 


